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１． 台湾法令アップデート 
 

＜租税規制＞ 

「所得税協定の適用に関する査定準則」の改訂 

〔ポイント〕財政部は、所得税協定の適用原則である「所得税協定の適用に関する査定準則」を改訂した。主な

改訂ポイントは、①所得税協定の濫用案件の取扱原則の追加、②居住者、恒久的施設（PE）の認定基準および

各期間の明確化、③国際運送業務に関する利益、株式配当やロイヤルティなどに関連する適用原則の追加、

④双方居住者に対する台湾関連税制の適用、⑤居住者証明の発行手続の改訂などである。 

（2021 年 8 月 12 日に公布、施行（ただし、3 条 6 号は 2019 年 1 月 1 日に遡及して施行する）） 

〔原文〕 適用所得稅協定查核準則 

 

＜会社登記関連＞ 

「輸出入業者登記弁法」の改訂 

〔ポイント〕経済部は、会社の英語社名および輸出入業者の登記を規制する「輸出入業者登記弁法」を改訂した。

同改訂により、英語社名および輸出入業者の登記は原則として当局が指定するウェブサイトでオンラインで行わ

れることになり、また、変更登記手続における提出書類もよりシンプルになった。 

（2021 年 8 月 2 日に公布、施行） 

〔原文〕 出進口廠商登記辦法 

 

＜新型コロナウイルス感染症関連＞ 

「新型コロナウイルス感染症対策における株式公開発行会社の株主総会の開催延期に関連する措置」に関する

補足意見 

〔ポイント〕金融監督管理委員会は、上場会社などの株主総会の開催延期の関連措置に定める株主総会会場

の人数制限（各室内では 20 人まで、各室外では 40 人までとされる）について、中央伝染病コマンドセンターが集

会人数に関する制限を緩和した場合、その緩和制限を適用するとの補足意見を示した。 

また、中央伝染病コマンドセンターは 2021 年 7 月 27 からコロナウイルス感染症の警戒レベルをレベル３からレ

ベル２に下げることにより、集会人数制限を「室内 50 人、室外 100 人」と緩和した。 

（2021 年 7 月 30 日に公布、発効） 

〔原文〕 金融監督管理委員會 2021 年 7 月 30 日金管證交字第 1100363085 號 

 

＜知的財産権関連＞ 

「特許実質審査基準」の改訂 

〔ポイント〕経済部智慧財産局は、特許実質審査基準を改訂した。改訂ポイントは、①明細書、特許範囲、要約

および図式に関する審査基準、②特許の修正・変更に関する要件および③無効審判に関する手続などである。 

（2021 年 7 月 14 日に公布、施行） 

〔原文〕 專利實體審查基準 

 

  

https://www.amt-law.com/asset/pdf/bulletins7_pdf/210827_01.pdf
https://www.amt-law.com/asset/pdf/bulletins7_pdf/210827_02.pdf
https://www.amt-law.com/asset/pdf/bulletins7_pdf/210827_03.pdf
https://www.amt-law.com/asset/pdf/bulletins7_pdf/210827_04.pdf
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２． 台湾法 Q&A－有限責任組合 
 

台湾弁護士 呉 曉青 

 

Q 台湾で現地法人を設立する場合、会社以外にいかなる形態を選択できますか。また、台湾では有限事業

組合（LLP）に類似する事業形態は存在していますか。 

 

回答 

2015 年の有限責任組合法（中国語「有限合夥法」） の制定・施行により、会社形態のほか、「有限責任組

合」という新しい法人形態が導入されました。 

 

有限責任組合の創設の目的は、事業組織の多様化および経営方式の柔軟化のために、特に単なる投資

者および実際の経営者が共同して事業を行う場合の選択肢を増やすことです。 

 

会社の場合、その経営方式やガバナンスなどが会社法の強行規定により明確に規制されるのに対し、有限

責任組合の運営は、契約自由の原則を重視し、有限責任組合契約の合意により、当事者間の権利義務関

係、事業の運営方法などを個別の事業のニーズに応じて設計できます。 

 

1. 有限責任組合の定義 

有限責任組合とは、有限責任組合法に基づき設立し、営利を目的とする社団法人をいいます。英米

法の「有限事業組合（Limited Partnership）」を参照し新設された類型ですが、組合という名称ではあり

ますが、法人格があることが特徴とされます。 

 

有限責任組合の構成員は、①事業経営を直接または間接に担当し、組合の債務について連帯責任

（無限責任）を負う「無限責任組合員（中国語「普通合夥人」）」1名以上、および②事業経営に関与せ

ず、組合の債務について出資額を限度とする有限責任を負う「有限責任組合員（中国語「有限合夥

人」）」1 名以上から構成されます。 

 

2. 設立登記と登記情報の取得 

会社と同様、有限責任組合は、登記当局での設立登記手続を完了してからはじめて有限責任組合と

して事業経営などを行うことができます。 

 

有限責任組合の設立登記手続は、会社の設立手続と大差ありません。外国企業による設立の場合、

外国人投資許可（FIA）を事前に取得する必要があります。FIA 取得後に、登記当局である経済部中部

弁公室に対し、申請書、有限責任組合契約、各組合員の身分証明書類、出資や登記住所の証明書

類などを提出し申請する必要があります。設立後に登記事項に変更がある場合も、変更発生後 15 日

以内に変更登記を行う必要があります。 

 

有限責任組合の登記情報は、経済部商業司の有限責任組合の登記情報検索サイト 1で確認すること

ができます。 

                                                   
1 台湾経済部の有限責任組合登記情報検索サイト 

https://serv.gcis.nat.gov.tw/lmpub/lms/LmsInfoListAction.do?method=first&agencyCode=allbf 

https://serv.gcis.nat.gov.tw/lmpub/lms/LmsInfoListAction.do?method=first&agencyCode=allbf
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3. 有限責任組合の運営 

有限責任組合法では、有限責任組合の運営についての一般的な規定が定められていますが、意思

決定に関する事項や運営に関する事項などは組合員が別途有限責任組合契約で自由に合意するこ

とができます。主な内容は以下のとおりです。 

 

(1) 議決権と業務執行の決議方法 

有限責任組合の組合員は、無限責任または有限責任であるか、出資額の如何を問わず、原則

としては 1 人につき 1 議決権が付与されます。ただし、有限責任組合契約で、出資額の比率に

より議決権を付与するものと定めることができ、その場合人数ではなく出資額の比率により議決

権を保有することとなります。 

 

有限責任組合の業務の執行について、原則として無限責任組合員が行います。有限責任組合

契約に別の定めがある場合を除き、業務執行に関する決議は、無限責任組合員の過半数の同

意をもって行われます。 

 

(2) 無限責任組合員の義務 

無限責任組合員は、組合に対して忠実義務、善良なる管理者の注意義務を負います。無限責

任組合員が業務執行中に第三者に損害を与えた場合、その第三者に対し、有限責任組合と連

帯して賠償責任を負います。 

 

また、無限責任組合員は有限責任組合に対し、競業禁止義務を負いますが、有限責任組合

契約で競業禁止義務を解除できます。 

 

(3) 有限責任組合の代表者の選任とその役割 

無限責任組合員が複数いる場合、無限責任組合員の互選により有限責任組合の代表者 1 名

が選任されます。 

 

代表者は、対外的に有限責任組合を代表する権限を有し、対内的には、会計年度終了後の営

業報告書、財務諸表等議案を組合員全員に送付し承認を求める義務、承認後の過去年度の

財務諸表を営業場所に備え置く義務を負います。 

 

(4) 存続期間の約定 

一般の会社法人は永続的に経営することを原則とされているのに対して、有限責任組合では、

有限責任組合契約であらかじめ存続期間を設定することができます。一定期間での事業運営

のみが想定されるプロジェクト型の事業（ベンチャー事業、映像文化事業など）に適宜と想定さ

れます。 

 

以上 
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３． 今後の関連セミナー等の情報 
 

◆当事務所のアソシエイト 横井傑弁護士がオンライン特別講演会に登壇いたします。 

 

「日系合弁企業にも大影響？日本人弁護士に聞く中国外商投資法」 

日時： 2021 年 9 月 6 日（月） 20:00～21:30 （日本時間） 

会場： WEB 配信 

運営： （主催）香港和僑会（NPO HONG KONG WAKYOKAI Limited） 

 

https://www.wa-kyo.org/events/onrainsankamoshikomi-9tsuki6nichi-tsuki-tokubetsukoenkai-

nikkeigobenkigyonimodaieikyo-nipponjinbengoshinikikuchugokugai 

 

◆AMT グレーターチャイナセミナー 

当事務所では、中国メインランド、香港、台湾について、各専門家が各分野のトピックについて解説を行うシリーズ

講座（オンラインセミナー）を開催しております。具体的なテーマ及び日程は直近のメールでのご案内をご覧くださ

い。なお、本セミナーは本ニュースレターを受信頂いている皆様方を中心にご案内させていただいております。 

 

 

 

  

https://www.wa-kyo.org/events/onrainsankamoshikomi-9tsuki6nichi-tsuki-tokubetsukoenkai-nikkeigobenkigyonimodaieikyo-nipponjinbengoshinikikuchugokugai
https://www.wa-kyo.org/events/onrainsankamoshikomi-9tsuki6nichi-tsuki-tokubetsukoenkai-nikkeigobenkigyonimodaieikyo-nipponjinbengoshinikikuchugokugai
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 本台湾ニュースレターの内容は、一般的な情報提供であり、具体的な法的アドバイスではありません。お問

い合わせ等ございましたら、下記弁護士までご遠慮なくご連絡下さいますよう、お願いいたします。 

 

 本台湾ニュースレターの編集担当者は、以下のとおりです。 

台湾弁護士 呉 曉青 （ ） 

日本及びニューヨーク州弁護士 中川 裕茂 （ ） 

日本弁護士 若林 耕 （ ） 

 

 台湾ニュースレターの配信停止をご希望の場合には、お手数ですが、お問い合わせにてお手続き下さいま

すようお願いいたします。 

 

 台湾ニュースレターのバックナンバーは、こちらにてご覧いただけます。 

https://www.amt-law.com/professionals/profile/WHC
mailto:wu.hsiaoching@amt-law.com
https://www.amt-law.com/professionals/profile/HN
mailto:hiroshige.nakagawa@amt-law.com
https://www.amt-law.com/professionals/profile/KOW
mailto:ko.wakabayashi@amt-law.com
https://www.amt-law.com/contact/
https://www.amt-law.com/publications/newsletters/international-practice

